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１  趣旨 

この要項は、地方独立行政法人岐阜県立多治見病院（以下「当法人」という。）の新中

央診療棟整備と東病棟等の改修に係る基本設計・実施設計を行うにあたり、その業者を公

募型プロポーザル方式により選定するための事務（以下「プロポーザル」という。）につ

いて必要な事項を定める。 
 

２  業務概要 

（１） 業務名 

地方独立行政法人岐阜県立多治見病院新中央診療棟等基本設計・実施設計業務委託 
（２） 業務内容 

地方独立行政法人岐阜県立多治見病院新中央診療棟整備及び東病棟等改修に係る基本

設計・実施設計の策定（立体駐車場整備に係る設計は含まない） 
（３） 予定委託費（限度額） 

基本設計： 86,300 千円（消費税及び地方消費税を含む） 

実施設計：211,100 千円（消費税及び地方消費税を含む） 
なお、この金額は契約金額の限度を示すものであり、当法人がこの金額で契約するこ

とを約束するものではない。 
（４） 契約期間 

契約を締結する日の翌日から平成３１年６月２８日（金）まで 
（５） 事務局 

〒５０７－８５２２ 岐阜県多治見市前畑町５丁目１６１番地 
地方独立行政法人岐阜県立多治見病院 企画財務課 新棟整備担当 

電 話：０５７２－２２－５３１１（代表） 

ＦＡＸ：０５７２－２５－１２４６ 

電子メール：担当者メールアドレス 

watanabe-kaoru@tajimi-hospital.jp  

hara-tsutomu@tajimi-hospital.jp 

 

（６） 資料等の入手 

次の関係資料等を当法人のホームページ上で提供又は当法人事務局内において公開す

るので参照すること。 

＜当法人ホームページ上で提供＞ 

ア 地方独立行政法人岐阜県立多治見病院新中央診療棟等基本設計・実施設計業務プロ

ポーザル実施要項（以下「実施要項」という。） 
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イ 地方独立行政法人岐阜県立多治見病院新中央診療棟等基本設計・実施設計業務プロ

ポーザル提出書類作成要項（以下「作成要項」という。） 
ウ 地方独立行政法人岐阜県立多治見病院新中央診療棟整備基本構想 
エ 地方独立行政法人岐阜県立多治見病院新中央診療棟整備基本計画 
＜当法人事務局内において公開＞ 
オ 配置図・断面図・平面図 
カ 既存敷地内の地質に関する柱状図（ボーリングデータ） 
キ 確定測量図 
ク 東病棟及び中西病棟の基本構造図及び概略計算書 

 

３  参加資格 

（１） 本プロポーザル参加者は、次に掲げる要件のいずれにも該当するものとする。 

ア 建築士法（昭和２５年法律第２０２号）第２３条の３に規定する一級建築士事務所

の登録を有すること。 

イ 平成１９年３月１日以降、日本国内において一般病床４００床以上を有する病院の

新築又は延床面積２０，０００㎡以上の増築に係る工事の設計業務を完了した実績

を有する者であること。なお、過去における設計共同企業体による実績については、

その代表構成員のみを認める。 

ウ 岐阜県入札参加資格者名簿（建設工事）内の（測量・建設コンサルタント等業務）

のうち、「建築設計」への登録がある者であること。 

エ 地方独立行政法人岐阜県立多治見病院契約事務取扱規程（平成２２年４月１日規程

第４５号）第８条の規定に該当しない者であること。 

オ 建築士法第１０条第１項の規定に基づく業務の停止を命ぜられ、業務停止期間中で

ない者であること。 

カ 会社更生法（平成１４年法律１５４号）の規定に基づき更生手続開始の申立て（同

法附則第２条の規定によりなお従前の例によることとされる更生事件に係るものを

含む。以下同じ。）がなされている者（同法に基づき更生手続開始の申立てがなさ

れている者であっても、手続開始の決定後、岐阜県が別に定める手続に基づく入札

参加資格の受付がなされている者を除く。）でないこと。 

キ 民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき再生手続開始の申立てがなされ

ている者（同法に基づき再生手続開始の申立てがなされている者であっても、手続

開始の決定後、岐阜県が別に定める手続に基づく入札参加資格の受付がなされてい

る者を除く。）でないこと。 

ク 破産法（平成１６年法律第７６号）に基づき破産手続き開始の申立てがなされた者
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及びその開始決定がされている者（同法附則第３条第１項の規定によりなお従前の

例によることとされる破産事件に係るものを含む。）でないこと。 

ケ 岐阜県から、岐阜県製造の請負、物件の買入れその他の契約に係る指名停止措置要

領に基づく指名停止措置を、プロポーザル参加申込書の提出期限日から契約の締結

日までの期間内に受けていないこと。 

コ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条

第２号に規定する暴力団及びその利益となる活動を行う者でないこと。 

サ 法人格を有し、業務を円滑に遂行できる安定的かつ健全な財務能力を有しているこ

と。 

（２） 応募に対する制限等 

ア 参加表明者からの応募は１点のみとする。 

イ 単独の設計事務所で応募すること。ただし、契約締結に際しては、岐阜県内に本社

を置く事務所と設計共同体を組むこと。 

 

４  業務実施上の条件 

担当チームとして、管理技術者（※１）及び各分担業務分野（建築（総合）・建築（構

造）・電気設備・機械設備の４分野）の主任担当技術者（※２）を必ず配置するものとし、

次の条件等を満たすものとする。 

（１） 管理技術者及び建築（総合）の主任担当技術者は、平成１９年３月１日以降、日本国

内において一般病床４００床以上を有する病院の新築又は延床面積２０，０００㎡以

上の増築に係る工事の設計業務を完了した実績を有する者であること。 

（２） 管理技術者は一級建築士であり、一級建築士免許取得後、１０年以上の実務経験を有

する者であること。 

（３） 建築（総合）の主任担当技術者は一級建築士であること。 

（４） 建築（構造）の主任担当技術者は構造設計一級建築士であること。 

（５） 電気設備・機械設備の各主任担当技術者は、設備設計一級建築士であること。 

（６） 管理技術者及び建築（総合）の主任担当技術者は、参加表明者の組織と直接的かつ恒

久的な雇用関係（公告日時点で、３箇月以上継続した雇用関係）にあること。 

（７） 管理技術者及び記載を求める主任担当技術者をそれぞれ１名任命し、兼任しないこと。 

（※１）管理技術者とは、設計業務全般を総括する責任者をいう。 

（※２）主任担当技術者とは、管理技術者の下で各分担業務分野における担当技術者を総括

する役割を担う者をいう。 
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なお、各主任担当技術者の分担業務分野は下記による。 
担当分類 業務内容 

建築（総合） 

平成21年国土交通省告示第15号別添一、１項、一、ロ、(1)戸建木造住宅

以外の建築物に係る成果図書の表の設計の種類欄の(1)総合に係るもの及

び二、ロ、(1)戸建木造住宅以外の建築物に係る成果図書の表の設計の種

類欄の(1)総合に係るもの 

建築（構造） 同上(2)構造に係るもの 

電気設備 同上(3)設備の(ⅰ)電気設備に係るもの 

機械設備 
同上(3)設備の(ⅱ)給排水衛生設備、(ⅲ)空調換気設備、(ⅳ)昇降機等に

係るもの 

 

５  実施スケジュール 

スケジュールは次のとおりとする。ただし、受付等については祝祭日・土曜日・休日は

行わない。 

公告及び実施要項の交付期間 平成２９年３月１４日（火）～３月２９日（水） 

質問受付期限 平成２９年３月２１日（火） 

質問に対する最終回答日 平成２９年３月２８日（火） 

参加表明書等受付期限 平成２９年３月３０日（木） 

参加資格確認結果通知 平成２９年４月 ４日（火） 

第一次審査資料の受付開始 平成２９年４月 ５日（水） 

現地説明会 平成２９年４月 ６日（木）～４月 ７日（金） 

第一次審査資料受付期限 平成２９年４月２４日（月） 

第一次審査（書面審査） 平成２９年５月 ８日（月） 

第一次審査結果の通知及び 

第二次審査資料の受付開始 
平成２９年５月１１日（木） 

第二次審査資料の受付期限 平成２９年６月１４日（水） 

第二次審査（プレゼンテーション） 平成２９年６月２３日（金） 

第二次審査結果の通知 平成２９年６月２６日（月） 

 

６  事業者選定方針 

（１） 公募型プロポーザル方式とする。 

（２） 事業者選定の審査は地方独立行政法人岐阜県立多治見病院新中央診療棟等基本設計・
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実施設計業務委託候補者選定委員会（以下「選定委員会」という。）により行う。 

（３） 審査は二段階審査方式とする。 

（４） 第一次審査は、選定委員会が第一次審査資料に対して評価し、第二次審査対象者とし

て５者以内を選定する。ただし、参加者が５者以下の場合で、参加資格を満たす場合

は全てを第二次審査対象とする。 

（５） 参加表明者が１者のみの場合でも、審査は実施するものとする。 

（６） 第二次審査は、選定委員会が第二次審査資料に基づくプレゼンテーション及びヒアリ

ングに対して評価する。 

（７） 第一次審査の結果と第二次審査の結果を総合して最も高い評価を得た者を、業務の受

託に最も適した最優秀提案者として優先交渉権者とする。また、評価が２番目に高い

者を優秀提案者として次点者とする。 

 

７  提出書類の作成 

参加表明書等及び第一次審査・第二次審査資料の作成については、作成要項に基づき作

成すること。 

 

８  手続き等 

（１） 質問 

ア 受付方法 

質問内容は参加表明書等及び第一次審査・第二次審査資料の提出に関するものとし、

質問書（様式６）により、持参又はメールのいずれかの方法で提出すること。なお、

メールの場合は担当者２名へ送信し、到着確認を必ず行うこと。 
イ 受付期限 

平成２９年３月２１日（火）午後５時まで 

ウ 回答方法 

受付を行った質問は、平成２９年３月２８日（火）までに当法人のホームページに

おいて随時回答する。ホームページに掲載した回答事項については、実施要項及び作

成要項と一体のものとして効力を有するものとする。したがって、質問の有無に関わ

らず確認のこと。 

エ 提出場所 

事務局（２ （５）） 

（２） 参加表明書等の提出 

ア 提出書類 

提出書類は、以下のとおりとする。 
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(ア) 参加表明書（様式１） 

(イ) 事務所の概要調書（様式２） 

(ウ) 事務所の業務実績調書（様式３） 

(エ) 管理技術者の業務経歴等調書（様式４） 

(オ) 各主任担当技術者の業務経歴等調書（様式５） 

イ 提出場所 

事務局（２ （５）） 

ウ 提出期限 

平成２９年３月３０日（木）午後５時まで 

エ 提出方法 

持参又は郵送（配達証明付書留郵便）とし、郵送の場合を含め、提出期限内必着と

する。 

（３） 参加資格確認結果通知 

平成２９年４月４日（火）に、参加表明書等を提出した全社へメールにて参加資格の

有無について回答する。 
（４） 第一次審査資料の提出 

提出書類は、以下のとおりとする。 

ア 提出書類 

(ア) 第一次審査表紙（様式７） 

(イ) 事務所の業務実績詳細調書（様式８） 

(ウ) 業務の実施方針（様式９） 

(エ) 自由提案（様式１０） 

イ 提出場所 

事務局（２ （５）） 

ウ 受付期限 

平成２９年４月２４日（月）午後５時まで 

エ 提出方法 

持参又は郵送（配達証明付書留郵便）とし、郵送の場合を含め、提出期限内必着と

する。 

（５） 第一次審査結果の通知 

ア 通知手法 

第一次審査の後、第一次審査資料を提出した全ての参加者に、メール及び書面にて

結果を通知する。 

イ 通知日 
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平成２９年５月１１日（木） 

（６） 第二次審査資料の提出 

提出書類は、以下のとおりとする。 

ア 提出書類 

(ア) 第二次審査表紙（様式１１） 

(イ) 課題に対する提案及び自由提案（様式１２） 

(ウ) 見積書（任意様式） 

イ 提出場所 

事務局（２ （５）） 

ウ 受付期限 

平成２９年６月１４日（水）午後５時まで 

エ 提出方法 

持参又は郵送（配達証明付書留郵便）とし、郵送の場合を含め、提出期限内必着と

する。 

（７） 第二次審査（プレゼンテーション及びヒアリング） 

ア 所要時間 

提案説明２０分以内、質疑応答３０分以内を予定 

イ 出席者 

「管理技術者」と「各主任担当技術者」のうち５名以内の構成とし、「管理技術

者」と「建築（総合）の主任担当者技術者」は必ず出席すること。なお、「建築（総

合）の主任担当技術者」は提案説明を行うこと。 

ウ 使用する資料 

プレゼンテーションに使用する使用は、提出した第一次審査資料・第二次審査資料

のみで行うこととし、資料の追加配布や差し替えは一切認めない。 

エ その他 

プレゼンテーションは、平成２９年６月２３日（金）とし、会場、時刻、留意事項

等の詳細は、第二次審査資料の受付後に通知する。 

（８） 第二次審査結果の通知 

第二次審査の後、第一次審査を通過した者すべてに結果を通知する。 

（９） 審査結果の公表 

すべての審査が完了した後、優先交渉権者及び次点者の名称を当法人のホームページ

で公表する。ただし、優先交渉権者及び次点者以外の者の名称は非公表とする。 
（１０） その他 

第一次審査結果及び第二次審査結果に対する異議申し立ては受け付けない。 
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９  評価項目等 

別表のとおりとする。 

１０  提出に伴う費用 

参加表明書等及び第一次審査・第二次審査資料の作成、提出及びヒアリング等に係る費

用の全ては、参加表明者の負担とする。 

 

１１  現地説明 

参加資格を有する事業者に対して、現地説明会を実施する。 

（１） 開催日時 

平成２９年４月６日（木）～７日（金）※詳細は、後日通知する。 

（２） 対象者 

参加資格を有することが確認された事業者（参加は任意） 

（３） 内容 

当法人の基本計画の説明及び施設見学、質疑応答等 

 

１２  失格事項 

次の各号のいずれかに該当した場合は、失格となる場合がある。 

（１） 提出書類の提出方法、提出先及び提出期限に適合しないもの 

（２） 提出書類の作成様式及び記載上の留意事項等に適合しないもの 

（３） 管理技術者及び分担業務分野（建築（総合）・建築（構造）・電気設備・機械設備の

４分野）の主任担当技術者が一級建築士の資格を有さない者を配置する場合 

（４） 提出書類に記載すべき事項の全部又は一部が記載されていないもの、また、記載すべ

き事項以外の内容が記載されているもの 

（５） 許容された表現方法以外の表現方法が用いられているもの 

（６） 虚偽の内容が記載されているもの 

（７） 本プロポーザルに関して公告日以降に当法人の関係者と接触を図った者 

（８） ヒアリング時に提案チームの担当者以外の者が出席した場合 

（９） その他本プロポーザルに関して不適切な行為があった場合 

 

１３  契約の締結 

審査結果に基づき、優先交渉権者と随意契約交渉を行う。なお、優先交渉権者が辞退し

たとき、優先交渉権者が資格要件を欠くと判断されたとき、又は随意契約の交渉が不調と

なったときは、次点者と随意契約の交渉を行う。 
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また、第二次審査段階で提出された見積書は、契約金額を保証するものではないため、

契約段階においてあらためて見積書の提出を求めるものとするが、その金額は第二次審査

段階で提出された見積書の範囲内とする。 

 

１４  その他 

（１） 提出期限以降、参加表明書等及び第一次審査・第二次審査資料の差替え及び再提出は

認めない。 

（２） 参加表明書等の提出後に辞退する場合は、速やかに辞退届（様式１３）を持参により

提出すること。この場合、当法人が行う他の事業について不利な扱いを受けることは

ない。 

（３） 提出された書類は、選定を行う作業に必要な範囲において、複製を作成することがあ

る。 

（４） 提出された参加表明書等及び第一次審査・第二次審査資料は返却しない。なお、選定

以外の目的で参加表明者に無断で使用しない。  

（５） 提出された第一次審査・第二次審査資料に係る著作権は、元来第三者に帰属するもの

を除き、それぞれの提出者に帰属するものとする。なお、第一次審査・第二次審査資

料の中で第三者の著作物を使用する場合は、著作権法に認められた場合を除き、第三

者の承諾を得ること。第三者の著作物の使用に関する責は、使用した提出者に帰する

ものとする。  

（６） 参加表明書等及び第一次審査・第二次審査資料に虚偽の記載をした場合には、参加表

明書等及び第一次審査・第二次審査資料を無効にするとともに、虚偽の記載をした者

に対して指名停止の措置を行うことがある。 

（７） 本プロポーザルは最適な設計者の選定を目的に実施するものであり、契約後の業務に

おいて、必ずしも提案内容の履行を保証するものではない。 

（８） 参加表明書等提出時に記載された配置予定の管理技術者及び主任担当技術者について

は、病気、死亡、退職等極めて特別な理由があると認められた場合を除き、変更する

ことはできない。 
（９） 本プロポーザルの手続きにおいて、当法人が配付した一切の書類や資料等を他の目的

で使用しないこと。 
（１０）審査に係る内容を確認するため、追加資料の提出を求めることがある。 
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（別表）評価項目等 

審査 
区分 

評価項目 審査基準 様式 

第
一
次
審
査 

事務所実績 

ＩＣＵ整備実績 ・ＩＣＵの整備実績の有無 

様式８ 
ＮＩＣＵ整備実績 ・ＮＩＣＵの整備実績の有無 
救命救急センター
整備実績 

・救命救急センターの整備実績の有無 

実施方針 

業務実施体制 
・担当者や社内でのバックアップ体制が
十分か。 

様式９ 

設計フロー 

・業務が手戻りなく、当院と合意形成が
行える体制となっているか。 

・設計者と病院スタッフが情報共有可能
な体制か。 

業務スケジュール 

・整備計画を理解し、無理のないスケジ
ュールとなっているか。 

・ヒアリングの回数が十分か。 
・病院内での検討期間も設けたスケジュ
ールか。 

自由提案 

・他院で採用された提案のうち、当院で
も有効と思われる提案など、提案者の
独自性を発揮した提案が当院にとって
有効であるか。 

様式 10 

第
二
次
審
査 

提案課題 

課題１ 
・当院の立地条件・整備条件・役割・機
能発揮を配慮した敷地配置計画・部
門計画の提案 

様式 12 

課題２ 
・東病棟改修（管理棟）及び次期東病棟
建替え（新管理棟）に向けた提案 

課題３ 
・将来的な医療環境の変化に対応する
建築的な対応への提案 

課題４ 
・イニシャル・ランニングコストを抑えた提
案 

自由提案 

・他院で採用された提案のうち、当院で
も有効と思われる提案など、提案者の
独自性を発揮した提案が当院にとって
有効であるか。 

プレゼン 
テーション 

基本計画理解度 
病院の意向反映姿
勢 
質問対応力 

・基本計画を理解した提案内容のプレ
ゼンテーションとなっているか。 

・病院の意向を十分反映できる取組姿
勢が感じられるか。 

・提案者の回答は、選定委員の質問の
意図を理解した内容か。また、回答に
誠実さと熱意が感じられるか。 

・提案者のプレゼンテーションは分かり
やすく、適切な説明、説得力があり、コ
ミュニケーションを図っていくのに十分
な資質が感じられるか。 

- 

見積金額 ・予定委託費（限度額）との比較 任意 

 


